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マーケティング資産の何が問題か︖
知的財産⽣産物に関し、2008SNAは、研究開発資産を含めることと
したが、次期SNA改定では、マーケティング資産の取り扱い変更が
議論になっている。

マーケティング資産は、2008SNAでは、⾮⽣産資産として位置づけ
られているが、研究開発資産同様、⽣産資産として計上する⽅向。

マクドナルド等、フランチャイズ形式で経営を⾏うサービス企業
や、ナイキ等、商標の利⽤料を受け取っている企業では、ブランド
という無形資産を使⽤させることにより製品の価値を⾼めるという
サービスを提供。

プラットフォーム企業は、供給者と需要者をマッチングするという
ビジネスのノウハウ、利⽤してもらうため、知名度や評判といった
無形資産を活⽤。



2008
SNAの
扱い

マーケティング資産について、企業による投資の結果である
ことを認識しつつ、価値測定の困難さを理由に、⾮⽣産資産
として位置付け。

⾮⽣産資産を、①天然資源、②契約・リース・ランセンス、
③のれん・マーテティング資産に分類。

のれん･マーケティング資産の範囲については、「マスト
ヘッド、ロゴ、顧客リストなど、マーケティング資産とまと
めて呼ばれるような資産」としており、買⼊のれんのみを対
象。

キャンベラIIグループの議論では、買⼊のれんや⾃⼰創設の
れんであるマーケティング資産は、実際には⽣産されたもの
であるが、固定資本形成に該当する⽀出を特定する困難さか
ら、⾮⽣産資産と位置付け。



マーケティング⽀出の⽣産資産化のGDPへの影響
マーケティング資産を、⽣産過程で⽣み出された資産とみなす
ならば、GDPが増加。

マーケティング資産の創設、マーケティング資産の売買とも、
総固定資本形成として計上するとともに、固定資本減耗を計上。

表章については、データユーザーの利便性のため、マーケティ
ング資産を、2008SNAの「その他の知的財産⽣産物」（パラ
10.117）に含めるのではなく、マーケティング資産という独⽴
した分類をもうけることが提案されている。

2008SNAにおける⾮⽣産資産の「のれん･マーケティング資
産」は、「のれん」に変更されることとなる。



マーケティング⽀出の⽣産資産化のBOPへの影響
マーケティング資産の⽣産資産化の結果、GDP計算において、
フランチャイズフィー等、マーケティング資産の使⽤料は、財産
所得ではなく、サービスとして計上することとなる。

BPM6は、フランチャイズフィーの取り扱いについて、財産所得
とサービスの２つの要素が含まれているとしており、財産所得と
サービスの分割が不可能な場合、全体をサービス（IPP等使⽤
料）として計上するとしている。SNAにおいて、マーケティング
資産を⽣産資産化することによって、SNA、BPM双⽅で、サービ
スとして計上することとなる。

マーケティング資産の使⽤料を財貨・サービス勘定に計上するこ
とになるが、ビジネスサービスの細分類等、当該売買を計上する
ための分類を設けることが考えられる。



マーケティング資産の需要側からの推計
価値が判然としない場合には、研究開発の資産化と同様、⽣産コスト
に基づき推計を⾏うことが考えられる。この場合、⽣産コストの多く
は、広告宣伝費という費⽤項⽬で計上されていることが多い。

岩永･萩野（2015）は、財務諸表データを⽤い、マーケティング資産全
体の資産規模の推計を⾏った。

買⼊れのれんについては、企業財務データのバランスシート項⽬を集
計したほか、⾃⼰創設のれんは企業の財務データにおける広告宣伝費
を集計した。

需要側からの推計では、⾮公開企業や中⼩企業の広告⽀出が含まれな
い等、包括性に課題がある。



マーケティング資産の供給側からの推計
電通は、１年間に使われた広告費を推計。
2022年の総広告費は、7.1兆円。プロモーションメディア広告を、広告
販売促進費の性格が強いと考えて除くと、5.5兆円。

日本の
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英国における種類別・産業別の無形資産投資

（出所）Office of National Statistics (2021) “Investment in intangible assets in the UK:2018”.

 2018年の投資額は264億ポンド（GDPの1%強）、研究開発投資を凌ぐ⼤きさ。
 資本化の割合については、⾃家開発については30％、外部⽀出したものについては

60％、マーケティング調査については80％を想定。存続期間については、3年を想定。
これらの計数は、⺠間調査会社の報告書に依存しているが、アップデートを予定。



⾃家開発マーケティング資産の取り扱い
ONSのように⾃家開発マーケティング資産を対象とするならば、開発
に要した労働費⽤を集計していくことになる。具体的には、企業の広
告・マーケティング部⾨の⼈件費を集計対象にすることが考えられ
る。

マーケティング活動は、データ分析活動と重複する可能性がある。
例えば、企業の広告・マーケティング部⾨でビッグデータを分析しな
がら販売戦略を⽴てているとき、当該部⾨の労働費⽤が、マーケティ
ング資産とデータ資産の何れの形成に繋がっているのかを特定できな
ければ、固定資本形成を⼆重に計上することになる。

差しあたり、データ資産の推計⽅法が確⽴し、固定資本形成の⼆重計
上を回避する⽅法が⾒出されるまで、⾃家開発マーケティング資産
は、推計対象としない扱いにすることが適当。



フランチャイズの取り扱い
コンビニエンスストアの本部が加盟店から受け取るロイヤリティーは、1.4兆
円程度。対売上⽐率が、全業種で等しいと仮定すると、総額は約3.2兆円。

契約期間を５年と想定すると、割引現在価値は、国債の利率がゼロに近いこと
から、3.2兆円×5年＝16兆円となる。

（単位︓億円）



本部の費⽤には、フランチャイズ全体の知名度を上げるための広告費が
多く含まれる。そうした広告費⽤は、電通が集計する広告費に含まれる
ことになる。

フランチャイズ資産について、他のマーケティング資産と区別して推計
すると、固定資本形成を⼆重計算する可能性がある。

この点を勘案すると、フランチャイズ契約のうち商標等の知的財産⽣産
物の使⽤料に係る資産部分は、別途の推計を⾏わないことが望ましいと
考えられる。

広告費の関係



ロイヤリティーには、商標等の使⽤とともに、店舗のデザイン、
レイアウト、商品化やサービス⽅法といった経営ノウハウの使⽤
も含まれる。このため、知的財産⽣産物と経営サービスに区分す
ることが課題。

企業会計では、通常、フランチャイズパッケージの性格上、これ
らは密接に関連しているため別個のサービスとして履⾏すること
ができないとして、商標使⽤の部分とそれ以外を分離して認識し
ていない。

経済センサス、経済構造実態調査で⽤いられる⽣産物分類は、
「商標権の使⽤を許諾するサービス」に、ロイヤリティ等を対価
として、①フランチャイザーがフランチャイジーに提供する商標
の使⽤、②ノウハウの利⽤、経営指導等を含むフランチャイズ運
営サービス、を含めている。

ロイヤリティーに含まれる要素



今
後
の
課
題

資産の存続期間や資本化の対象範囲についての情報を
得るべく、将来的には、無形資産に対する包括的な企
業調査を展望すべき。

⾃家開発のマーケティング資産も推計する場合には、
次期SNA改定において資本化の対象となるデータとの
重複について検討し、重複排除の⽅法を開発していく
必要。

フランチャイズにおける経営⽀援サービスについて
は、経済センサス、経済構造実態調査において、「商
標権の使⽤を許諾するサービス」と区別して報告され
ことがないか確認する等、区分して把握する⽅法を検
討。


